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第１章 計画策定の主旨

１．計画策定の背景と目的  

我が国においては、まだ食べることができる食品が、生産、製造、販売、消費などの各段階において日

常的に廃棄され、大量の食品ロスが発生しています。平成２７年（２０１５年）９月の国際連合総会では、「持

続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ：エス・ディ・ジーズ）を中核とする「持続可能な開発のための２０３０アジェン

ダ」が採択され、「目標１２ 持続可能な消費と生産のパターンを確保する」において、食料廃棄の削減目

標が掲げられており、食品ロスの削減は国際的にも重要な課題となっています。世界には飢えや栄養不

足の状態にある人々が多数いる中で、我が国は多くの食料を輸入し、大量に廃棄しています。  

 また、食品を廃棄することは、その生産・流通過程で使われた多くのエネルギーや資源を無駄にすること

であり、さらにごみ処理過程においても温室効果ガスを排出させることから、地球環境への負荷の一因に

もなっています。このように食品ロス問題は我が国において、持続可能な社会及び脱炭素社会の構築に

向けて真摯に取り組むべき課題となっています。 

こうした現状を踏まえ、国では、平成３０年６月、「第四次循環型社会形成推進基本計画」において、家

庭系食品ロスにおける半減目標が設定され、さらに令和元年７月、「食品循環資源の再生利用等の促進

に関する基本方針」で事業系食品ロスにおける半減目標が設定されました。また食品ロスの削減を総合

的に推進するため、令和元年１０月、「食品ロスの削減の推進に関する法律」（以下、「食品ロス削減推進

法」という。）が施行されました。このような食品ロスを取り巻く状況に加え、感染症などによる生活様式の

変化や少子高齢化の影響など、様々な情勢の変化に対応しながら、計画的に食品ロスの削減に取り組む

ことが必要です。 

東大阪市（以下、「本市」という。）では、令和３年３月策定の「東大阪市一般廃棄物処理基本計画」にお

いて、食品ロスの削減を重点プロジェクトとして設定し、市民・事業者・各種団体・行政の多様な主体の連

携によるさらなる食品ロス削減を計画的に推進していくために、「東大阪市食品ロス削減推進計画」（以

下、「本計画」という。）を策定しました。 
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２．計画の位置付け 

本計画は、食品ロス削減推進法第１３条第１項の規定に基づき策定する「当該市町村の区域内における

食品ロスの削減の推進に関する計画」（市町村食品ロス削減推進計画）として位置付けます。 

また、本計画は「東大阪市一般廃棄物処理基本計画」における食品ロス削減に関する事項の個別計画

として位置付けるとともに、「東大阪市第３次環境基本計画」、「東大阪市一般廃棄物処理実施計画」、「第

4次東大阪市食育推進計画」など、本市の諸計画及び「大阪府食品ロス削減推進計画」との整合性を図っ

ています。 

［出典 東大阪市一般廃棄物処理基本計画から抜粋し、作成］

図１-１ 本計画の位置付け 

3．計画の期間 

本計画の期間は、令和４年度（２０２２年度）から令和１２年度（２０３０年度）までの９年間とします。 

なお、本計画は「東大阪市一般廃棄物処理基本計画（第７期）」の改定に合わせ、令和７年度（２０２５年

度）に見直すこととし、「東大阪市一般廃棄物処理基本計画（第８期）」中に位置付けることを想定していま

す。
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4．ＳＤＧｓとの関わり 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、２０１６（平成２８）年から ２０3０（令和 １２）年までの １５年間で貧 

困や不平等・格差、気候変動、資源枯渇、自然破壊などの様々な世界的問題を根本的に解決し、持続

可能で「誰一人取り残さない」社会の実現をめざすための世界共通の １７の目標です。 

本計画は、市民・事業者・各種団体のみなさまとともに持続可能な社会の実現に貢献します。

図１-２ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の１７のゴール 
［出典 東大阪市一般廃棄物処理基本計画］ 

ゴール１ あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ 

ゴール２ 飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養状態の改善を達成し、持続可能な農業を推進する 

ゴール３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する 

ゴール４ すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

ゴール５ ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る 

ゴール６ すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する 

ゴール７ すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保する 

ゴール８ すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用及びディーセント・

ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進する 

ゴール９ 強靭なインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに、技術革新の拡大を図る 

ゴール １０ 国内及び国家間の格差を是正する 

ゴール １１ 都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ持続可能にする 

ゴール １２ 持続可能な消費と生産のパターンを確保する 

ゴール １3 気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る 

ゴール １4 海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利用する 

ゴール １５ 陸上生態系の保護、回復及び持続可能な利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土地

劣化の阻止及び回復、ならびに生物多様性損失の阻止を図る 

ゴール １６ 持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供すると

ともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する 

ゴール １７ 持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する  

本計画は、ＳＤＧｓ に掲げる １７のゴールのうち以下のゴールの達成に寄与するものです。 



4 

５4７

33０ 33９ 3５７ 3５２ 3２８ 3２4 3０９

433

3０２ ２８２ ２８９ ２９１ ２８4 ２７６ ２６１

０

２００

4００

６００

８００

１０００

１２００

Ｈ１２ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ3０ Ｒ１

全国の食品ロス発生量（推計）

家庭系 事業系

（万トン）

33.２
２２.3

3２.２

２０.８

０

１０

２０

3０

4０

５０

６０

７０

Ｈ１２ Ｒ１

大阪府の食品ロス発生量（推計）

家庭系 事業系

第２章 食品ロスの現状と課題

１．食品ロス量 

（１）全国の現状 

令和元年度は、年間５７０万トンの食品ロスが発生しており、うち家庭系食品ロス発生量が２６１万トン、

事業系食品ロス発生量が３０９万トンです。 

国の食品ロス削減目標は、平成１２年度（２０００年度）比であり、平成１２年度の家庭系食品ロス発生量

は、433万トン（環境省）、事業系食品ロス発生量は５4７万トン（農林水産省）と推計されています。 

[出典 環境省ウェブサイトから抜粋し、作成］ 

図２-１ 全国の食品ロス発生量（推計）

（２）大阪府の現状 

「大阪府食品ロス発生動向等解析調査」（令和２年度実施）において、大阪府域における食品ロスの発

生量が家庭系、事業系ごとに推計されています。 

[出典 大阪府食品ロス削減推進計画］ 

図２-２ 大阪府の食品ロス発生量（推計） 

（万トン）
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(3)本市の現状 

令和元年度に本市が実施したごみ組成調査結果から家庭系食品ロス発生量は１．５５万トン、平成3０

年度に大阪市が実施した事業系一般廃棄物実態調査結果から、本市の事業系食品ロス発生量を１．４０

万トンと推計しています。 

[東大阪市 資料］

図２-3 東大阪市の食品ロス発生量（推計） 

【家庭ごみ（燃えるもの）の内訳】 

[出典 東大阪市一般廃棄物処理基本計画改訂に伴う基礎調査報告書］ 

図 ２-４ 家庭ごみ中の資源化可能物の割合 

【事業系ごみの内訳】 

※許可業者収集分 

［出典 大阪市 平成３０年度事業系一般廃棄物実態調査結果より］

図 ２-５ 大阪市の事業系ごみ組成（重量比） 

令和元年度実績

（東大阪市） 
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肥化できない

もの, ２９.５％

「資源化及び堆肥化
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７０.５％の内訳は…

（万トン）
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毎回

１０.８％

４回に３回程度

２１.２％

２回に１回程度

3１.６％

４回に１回程度

3１.６％

全くしていない

4.８％

２．食品ロス削減に関するアンケート 

（１）市民アンケート(出典：令和元年度東大阪市市政モニターアンケート） 

 ①アンケート概要 

【実施期間】 令和元年１０月２4日～令和元年１１月７日 

【回答者数】 ２５０名 

【男女比】        【年齢構成】 

内訳 人数 割合 

男性  ９１人 3６.4％ 

女性 １５９人 ６3.６％ 

②アンケート結果概要 

【食品ロスの認知度】 

食品ロスの認知度について調査したところ、認知度は９６．４％で、 

非常に多くの方が認知していました。 

内訳 人数 割合 

知っていた ２4１人 ９６.4％ 

知らなかった   ９人  3.６％ 

図２-６ 食品ロスの認知度 

【商品棚の商品の選び方】 

「商品棚の手前から商品を取ることがありますか」の問いに対して、「いつもしている」「４回に３回程度

している」と回答した方を合わせると全体の３２．０％で、商品棚の手前から商品を取る頻度は低い傾向に

あることがわかりました。 

内訳 人数 割合 

いつもしている ２７人 １０.８％ 

４回に３回程度 ５3人 ２１.２％ 

２回に１回程度 ７９人 3１.６％ 

４回に１回程度 ７９人 3１.６％ 

まったくしていない １２人 4.８％ 

図２-７ 手前から商品を取る頻度

内訳 人数 割合 

１０代  ２人  ０.８％ 

２０代 １９人  ７.６％ 

3０代 44人 １７.６％ 

4０代 ６０人 ２4.０％ 

５０代 ５５人 ２２.０％ 

６０代 44人 １７.６％ 

７０代以上 ２６人 １０.4％ 

知っていた

９６.4％

知らなかった

3.６％
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【生鮮食品等、冷蔵が必要な食品の選び方】 

「生鮮食品等、冷蔵が必要な食品は新しいものを選ぼうと思いますか」の問いに対して、「いつも思う」

「たいてい思う」と回答した方を合わせると全体の８９.６％で、少しでも新しいものを買う傾向があると分

かりました。  

内訳 人数 割合 

いつも思う １4１人 ５６.4％ 

たいてい思う ８3人 33.２％ 

ときどき思う １５人 ６.０％ 

あまり思わない ９人    3.６％ 

まったく思わない ２人   ０.８％ 

図２-８ 生鮮食品等の選び方 

【お菓子や飲料等、常温保存ができる食品の選び方】 

「お菓子や飲料等、常温保存ができる食品は新しいものを選ぼうと思いますか」の問いに対して、「いつ

も思う」「たいてい思う」と回答した方を合わせると全体の５２.4％で、生鮮食品等と比較すると新しいもの

を選ぶ意識は低いことが分かりました。 

内訳 人数 割合 

いつも思う ６６人 ２６.4％ 

たいてい思う ６５人 ２６.０％ 

ときどき思う ５4人 ２１.６％ 

あまり思わない ５3人 ２１.２％ 

まったく思わない １２人 4.８％ 

図２-９ お菓子や飲料等の選び方 

【食品を購入する主な場所】 

全体の９４．８％の方が「スーパーマーケット」と回答し、食品を購入する際に多く利用されている場所だ

ということが分かりました。 

図２-１０ 食品を購入する主な場所 

内訳 人数 割合 

スーパーマーケット ２3７人 ９4.８％ 

コンビニエンスストア   ８人  3.２％ 

その他   4人  １.６％ 

個人商店（八百屋など）   １人  ０.4％ 

いつも思う ５６.4％

たいてい思う

33.２％

ときどき思う

６.０％

あまり思わない

3.６％

まったく思わない

０.８％

いつも思う

２６.4％

たいてい思う

２６.０％
ときどき思う

２１.６％

あまり思わない

２１.２％

まったく思わない 4.８％

スーパーマーケット

９4.８％

コンビニエンスストア

3.２％

その他

１.６％ 個人商店（八百屋など）

０.4％
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かなりある

１.６％

ときどきある

3２.０％

どちらとも言えない

９.６％

あまりない

3２.０％

ほとんどない

２4.８％

【値引き商品の購入について（賞味期限が近付いている商品）】 

「賞味期限が近付き値引きされた商品を買うことがありますか」の問いに対して、「いつもしている」「た

いていしている」「ときどきしている」と回答した方は全体の８８.4％で、賞味期限が近付き値引きされた商

品を買う頻度は高い傾向にあることが分かりました。 

図２-１１ 賞味期限が近付いている商品の購入について 

【値引き商品の購入について（消費期限が近付いている商品）】  

 「消費期限が近付き値引きされた商品を買うことがありますか」の問いに対して、「いつもしている」「た

いていしている」「ときどきしている」と回答した方は全体の８２.０％で、消費期限が近付き値引きされた商

品を買う頻度は高い傾向にあることが分かりました。 

図２-１２ 消費期限が近付いている商品の購入について 

【食材や食べ残しの廃棄経験】 

「普段の生活において、食材や食品を捨てたり、食べ残しを捨てたりすることがありますか」の問いに対

して、「かなりある」「ときどきある」と回答した方を合わせると全体の３３．６％、「あまりない」「ほとんどない」

と回答した方を合わせると全体の５６.８％で、普段の生活において食材や食べ残しを捨てたりする頻度は

低い傾向にあることが分かりました。 

図２-１3 食材や食べ残しの廃棄経験

内訳 人数 割合 

いつもしている ７０人 ２８.０％ 

たいていしている ６3人 ２５.２％ 

ときどきしている ８８人 3５.２％ 

あまりしていない ２６人  １０.4％ 

まったくしていない 3人  １.２％ 

内訳 人数 割合 

いつもしている ６２人 ２4.８％ 

たいていしている ５８人 ２3.２％ 

ときどきしている ８５人 34.０％ 

あまりしていない 3９人 １５.６％ 

まったくしていない ６人  ２.4％ 

内訳 人数 割合 

かなりある  4人  １.６％ 

ときどきある ８０人  ３２％ 

どちらとも言えない ２4人  ９.６％ 

あまりない ８０人  3２％ 

ほとんどない ６２人 ２4.８％ 

いつもしている

２８.０％

たいていしている（4回に3回程度）

２５.２％

ときどきしている（半々程度）

3５.２％

あまりしていない（4回に１回程度）

１０.4％ まったくしていない

１.２％

いつもしている

２4.８％

たいていしている（4回に3回程度）

２3.２％
ときどきしている（半々程度）

34.０％

あまりしていない（4回に１回程度）

１５.６％

まったくしていない

２.4％
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（２）事業者アンケート（出典：令和元年度 東大阪市地域研究活動報告書） 

①アンケート概要 

【実施期間】 

第１回 令和２年２月１０日～令和２年２月２５日 

第２回 令和２年３月２日～令和２年３月２５日 

【回答社数】 

飲食店／１５６ 事業者 

小売業／５4事業者 

持ち帰り・配達配食サービス業／３３事業者 

②アンケート結果概要 

１．飲食店 

・料理提供時以外での取り組み 

比較的よく取り組まれているもの 

１. 広く行われている取り組み（「はい」が約 ８割以上） 

１. 冷蔵庫や食品庫等のこまめな在庫確認 

２. 経験と勘による来客数の予測 

3. 仕入れの小口化 

4. 複数の料理に使いやすい食材の利用 

２. 比較的広く行われている取り組み(「はい」が約 ７割前後) 

１. 調理ミスをなくすための従業員への注意喚起 

２. 余剰食材を使った従業員へのまかない 

3. 注文（受注・発注）ミスをなくすための従業員への注意喚起 

取り組む余地があるもの 

１. 半数程度が行っている取り組み（「はい」が約 ５割前後） 

１. 販売データによる来客数の予測 

２. 流通量や在庫量の多い食材を使った料理の開発・創作 

２. あまり行われていない取り組み（「はい」が約 4割以下） 

１. 余剰食材もしくは余った料理を従業員へ持ち帰らせること 

２. 捨てられることが多い食材を使った料理の開発・創作 

3. 賞味期限内、消費期限内で販売期限を超えた食材の利用 

4. 規格外等市場に流通しない食材の活用 

５. 食品ロス・食品廃棄物のリサイクル施設での処理 
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・料理提供時での取り組み 

比較的よく取り組まれているもの 

１. 広く行われている取り組み（「はい」が約 ８割以上） 

客の要望に応じた量等の調整 

２. 比較的広く行われている取り組み(「はい」が約 ７割前後) 

持ち帰り希望者への対応 

3. 半数程度が行っている取り組み（「はい」が約 ５割前後） 

少量の料理等、量を調整した料理の提供 

取り組む余地があるもの 

あまり行われていない取り組み（「はい」が約 4割以下） 

１. 食べ残しを減らすため、お客様へ声かけの実施 

２. 流通量や在庫量が多い食材を使った料理を客に薦めること 

3. ポスター等の掲示による、食べ残し削減に向けた啓発活動の実施 

4. 捨てられることが多い食材を使った料理を客に薦めること 

５. 3０・１０ 運動の啓発活動の実施 

６. 食品ロス削減につながる行動をされた方に特典付与 

２.小売店 

比較的よく取り組まれているもの 

比較的よく取り組まれているもの(「はい」が半数程度) 

１. 鮮度に合わせたきめ細やかな売価設定 

２. 食品の量り売り、小分け売りの実施 

取り組む余地があるもの 

あまり取り組まれていないもの(「はい」が半数程度未満) 

１. 独自の仕入れルートの確保 

２. 廃棄（食品ロス）の予算化 

3. 店頭での展示やチラシの配布等、イベントの実施 

4. ポスターやポップ等の掲示による食品ロス削減に向けた啓発活動の実施 

５. 担当部署や担当者の設置 
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3. 持ち帰り・配達配食サービス業 

比較的よく取り組まれているもの 

比較的よく取り組まれているもの(「はい」が約 ６割以上) 

１. 冷蔵庫や食品庫等のこまめな在庫確認 

２. 仕入れの小口化 

3. 注文（受注・発注）ミスをなくすための従業員への注意喚起 

4. 販売データによる来客数の予測 

５. 調理ミスをなくすための従業員への注意喚起 

６. 複数の料理に使いやすい食材の利用 

７. 経験と勘による来客数の予測 

取り組む余地があるもの 

あまり行われていない取り組み（「はい」が約３割以下） 

１. 余剰食材を使った従業員へのまかない 

２. 流通量や在庫量の多い食材を使った料理の開発・創作 

3. 余剰食材もしくは余った料理を従業員へ持ち帰らせること 

4. 賞味期限内、消費期限内で販売期限を超えた食材の利用 

５. 規格外等市場に流通しない食材の活用 

６. 捨てられることが多い食材を使った料理の開発・創作 

６. 食品ロス・食品廃棄物のリサイクル施設での処理 

＜コラム＞市内企業Ａ社の取り組み～ＰＯＰ の掲示～ 

昼食に３００人前後、自社食堂を利用しているＡ社では、食堂における食べ残しの大半を「ごはん」が

占めていることから、令和元年度から食器を返却する場所に「食べ残しの量」や「食べ残しの処分にか

かるエネルギー量」の ＰＯＰを掲示しています。 

食べ残しなどを「見える化」することで、食堂利用者は「なぜ食品ロスをなくす必要があるのか」を理

解し、「食品ロス」を意識できるようになりました。 

この取り組みを継続した結果、少しずつ「ごはん」の食べ残しの量が減り、約３０％の食品ロス削減に

つながりました。 
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３．課題の整理 

本市の現状及び市民、事業者へのアンケート結果などから、家庭系と事業系に区分けして、本市の食

品ロス対策に関する主な課題を整理しました。  

(１) 家庭系食品ロス 

・食品ロス問題の認知度は高くなっていますが、実際の行動としては、商品を選ぶとき、少しでも新しいも

のを購入する割合が高いため、商品棚の手前から取ってもらうことなど、広報や啓発方法を工夫します。 

・食品購入先の大半がスーパーマーケットのため、スーパーマーケットを中心に啓発を進めます。 

・消費期限・賞味期限が近付き値引きされた商品を買うと回答した方の割合が高いため、その日に使うと

決めている食材を購入する際、値引き商品の購入を促すようなキャンペーン等の支援を検討します。  

・食材や食べ残しの廃棄経験が「かなりある」「ときどきある」と回答した方を合わせると全体の３割程度に

とどまっていますが、日々の買い物での心がけ、冷蔵庫の食品の収納方法、整理整頓などの啓発を進め

ます。 

(２)事業系食品ロス 

・飲食店でポスター等の提示や宴会などにおける３０・１０運動の実施による食べ残し削減の啓発活動につ

いて実施している店舗の割合が低いため、店舗が実施しやすいよう、ポスターやＰＯＰを作成し、事業者

に配布します。 

・小売店でチラシの配布やイベントを実施し、食品ロス削減に向けた啓発活動を実施している店舗の割合

が低いため、チラシを作成し、事業者に配布することや小売店でのイベントに参加し、食品ロス削減を進

めます。 

・飲食店・配達配食サービス業は、食品ロス・食品廃棄物のリサイクル施設での処理を実施している割合

が低いため、リサイクル業者の情報提供を行います。 

＜コラム＞環境教育の取り組み～食べ残しＮＯゲームの活用～ 

本市では、平成３０年度より環境教育出前講座のメニューに「食品ロスの削減」をテーマにした講座を

追加し、当時の小学６年生が考案したカードゲーム「食べ残しＮＯゲーム」を活用しています。 

「食べ残しＮＯゲーム」では、プレーヤーが「寿司屋」「ラーメン屋」「パン屋」などの店主となり、利益を出

しながら、食べ残しをどう減らしていくかを競います。 

小学５年生を対象に実施した同講座のアンケートでは、「面白かった」と回答した生徒が約９０％、「食べ

残しＮＯゲームを体験して自分の行動が変わる」と 

回答した生徒が９７％という結果でした。 

今後も食品ロス削減に向けて、子どもたちにも楽しく 

分かりやすい啓発に取り組んでまいります。 
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第３章 計画の目標と推進施策

１．基本目標  

東大阪市一般廃棄物処理基本計画の基本理念 

「環境にやさしい 持続可能な循環型都市 ひがしおおさか」の実現 

一般廃棄物処理基本計画において、市民・事業者・各種団体・行政がそれぞれの役割を認識し、協力

を深め、よりよい地球、よりよい東大阪を後世に残していきたいという想いを込め、「環境にやさしい  持

続可能な循環型都市 ひがしおおさか」を理念に掲げ、取り組みを進めています。 

本計画においても、豊かな食文化と食べ物を大切にする意識を持つ私たちが“もったいない”を再認識

し、市民・事業者・各種団体・行政の相互の連携協力により、食品ロスの削減につながる取り組みを進め、

環境負荷の少ない持続可能な循環型都市の実現を目指します。 

(１)基本理念実現のために、次の基本方針を設定し、各種施策を実施します。  

食べ物を無駄にすることは“もったいない”ということを再認識することにより、食品ロス削減の必要性

を理解し、食品ロスを発生させない行動に移すことができるよう、継続した普及啓発を実施します。  

市民・事業者と連携し、未利用食品の活用や販売、外食などで発生する食品ロスの削減を推進します。 

食品ロス削減推進のため、市民、事業者、各種団体、行政など各主体が積極的に削減対策に取り組む

とともに、相互に情報共有及び連携できる体制を整えます。 

食品ロス削減の対策を実施してもなお生じる食品廃棄物については、適正な再生利用に取り組みます。 

基本方針Ⅰ．市民に向けた食品ロス削減の推進 

基本方針Ⅱ．事業者に向けた食品ロス削減の推進 

基本方針Ⅲ．食品ロス削減に向けた推進体制の整備 

基本方針Ⅳ．食品廃棄物の資源循環の推進 
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２．数値目標  

国の第四次循環型社会形成推進基本計画（平成３０年６月）において、家庭系食品ロスを令和１２年（２

０3０ 年）までに半減させる目標が設定され、同様に食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方

針（令和元年７月）において、事業系食品ロスについても半減させる目標が設定されました。本市におい

ても、令和１２年度（２０３０年度）までに平成１２年度（２０００年度）比で食品ロスの半減をめざします。 

国の削減目標を踏まえ、目標年度を令和１２年度（２０３０年度）、中間目標年度を令和７年度（２０２５年

度）とし、次のように数値目標を設定します。 

また、食品ロス削減に取り組む市民の割合についても、数値目標を設定します。  

［出典 東大阪市一般廃棄物処理基本計画］

図 3-１ 食品ロスの目標値 

［出典 東大阪市一般廃棄物処理基本計画］ 

図 3-２ 食品ロス削減の取り組みを行う人の割合 

 [出典 第４次東大阪市食育推進基本計画 食品ロス削減に係る府民の意識調査 第４次東大阪市食育推進計画］ 

※１食品ロス削減の取り組みを複数（２項以上）行う人の割合 ※２食べ残しをしないようにしている市民の割合  

２２２

１５５

１１１

２１９

１4０

１０９

44１

２９５

２２０

０ １００ ２００ 3００ 4００ ５００

平成

１２

令和

元

令和

１２

百トン/年

実

績

目

標

家庭系 事業系

半減

現状値 目標値 

全国 
７６．５％ 

（令和元年度） 

８０％以上 

（令和７年度） 

 大阪府※１
８１．９％ 

（令和２年度） 

９０％ 

（令和１２年度） 

東大阪市 ― 
９０％以上 

（令和１２年度） 

東大阪市※２

（参考）

８９．９％ 

（令和２年度） 
― 

食品ロス
発生量 3.０万トン/年 ２.６万トン/年 ２.２万トン/年０.4万トン減

令和元年度 令和７年度 令和１２年度

基準年 中間目標 最終目標

０.4万トン減



１５ 

3.施策の体系 

施策１．暮らしの中での食品ロス削減 

施策２．若年者、子どもなど幅広い年齢層への周知啓発 

施策７．適正な再生利用の取り組み促進 

基本方針Ⅱ． 

事業者に向けた 

食品ロス削減の推進 

基本方針Ⅲ． 

食品ロス削減に向けた 

推進体制の整備 施策６．庁内関係部局間での連携した施策の実施

施策５．事業者や各種団体との協働による取り組み 

施策４．食品関連事業者における食品ロスの削減 

施策３．フードバンク・フードドライブ事業の推進 

基本方針Ⅰ． 

市民に向けた 

食品ロス削減の推進 

「環境にやさしい 持続可能な循環型都市 ひがしおおさか」の実現基本理念

基本方針Ⅳ． 

食品廃棄物の資源循環の推進
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4.施策の内容 

基本方針Ⅰ．市民に向けた食品ロス削減の推進

市民が、食べ物を無駄にすることは“もったいない”ということを再認識することにより、食品ロス削減の

必要性を理解し、食品ロスを発生させない行動に移すことができるよう、継続した普及啓発を行いま

す。 

施策１ 暮らしの中での食品ロス削減 

【食品ロスの啓発冊子の作成及び啓発】 

〇家庭で廃棄する手つかずの食品や食べ残しを削減する手法など 

をまとめた啓発冊子を作成し、日常生活で食品ロス削減が可能で 

あることを示すことで、さらなる食品ロス削減の浸透を図ります。 

【食品ロスに関するセミナーの実施】 

〇市民を対象に環境にやさしい食のありかたを学ぶ場を提供し、 

食品ロスに関心を持つきっかけづくりを行います。 

施策２ 若年者、子どもなど幅広い年齢層への周知啓発 

【食品ロス削減に関する講座の実施】 

〇学校園や地域団体を対象に「食品ロス」をテーマにした環境教育出前講座を実施しています。

平成３０年１２月から導入した「食べ残しＮＯゲーム」を活用し、ゲームで食品ロスの模擬体験をす

ることで内容の充実を図ります。 

〇学校園や地域団体に絞られているため、東大阪市大学連絡協議会などと連携し、情報が届きに

くい学生に対しても、食品ロス削減の必要性について理解を進め、啓発を行います。 

【市広報誌やＳＮＳなどを利用した積極的な情報発信】 

〇環境月間（６月）や食品ロス削減月間（１０月）に、市政だよりなどで食品ロスの特集を組み、定期

的に市民への啓発を図ります。 

〇市ウェブサイトやＳＮＳなどを活用し、情報提供に努めます。  

ごみの分別検索
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基本方針Ⅱ．事業者に向けた食品ロス削減の推進

市民・事業者との連携協力のもと、未利用食品の活用や販売、外食などで発生する食品ロスの削減を

推進します。 

施策３ フードバンク・フードドライブ事業の推進 

【フードバンク事業の情報提供】 

〇未利用食品を提供する事業者などに大阪府内の事例などが 

掲載されている「フードバンクガイドライン」などを情報提供し、 

有効活用の取り組みを推進します。  

【フードドライブ事業の調査・研究】 

〇ＮＰＯ法人や福祉団体などへ家庭で余っている未利用食品を 

提供する仕組みを調査・研究します。 

施策４ 食品関連事業者における食品ロスの削減 

【事業者との食品ロス削減に関する協働啓発】 

〇食品関連事業者を対象に、ＰＯＰなどの啓発資材を提供することやスーパーマーケットなどの店

頭で啓発物の配布などを行い、事業者と協働で啓発を行います。 

【事業者向け講習会の開催】 

〇食品ロス削減に必要な知識と事業者としての社会的責任の理解を深める講習会を開催します。 

【フードシェアリングサービスの普及促進】 

〇ＳＮＳなどを活用し、更なる普及促進を行います。 

＜コラム＞学校給食の食品残渣処理の取り組み 

本市の小学校給食では、学校内の調理場で自校分の調理をしている単独調理校と、複数の学校分

を調理し、学校へ配送している学校給食センター、玉串共同調理場、楠根東共同調理場があります。 

これら３施設では、設置している生ごみ処理機（バイオテクノロジー）によって、一部の食品残渣（調理

くずや児童の副食の食べ残し等）を水分と炭酸ガス等に分解し、ごみの減量に取り組んでいます。 

生ごみ処理機「ゴミサー」                           投入後の様子          分解処理後の様子     



１８ 

基本方針Ⅲ．食品ロス削減に向けた推進体制の整備

食品ロス削減の推進のため、市民（消費者）、事業者、各種団体、行政各主体が積極的に削減対策に取

り組むとともに、相互に情報共有及び連携できる体制を整えます。 

施策５ 事業者や各種団体との協働による取り組み 

【全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会や関係省庁との連携】 

〇食べきり運動の普及などに取り組む自治体間の情報ネットワークを形成し，食べきり運動に関す

る取り組みの情報共有や情報提供を行います。

【東大阪市地域ごみ減量推進協議会など各種団体との連携】 

〇環境教育出前講座や研修会などを通して、食品ロスについて理解を深めるほか、地域内で食品

ロスを周知できる回覧物等を作製し、食品ロス削減の浸透を図ります。 

【事業者との連携】 

食品ロス削減につながる事業者との連携を推進します。 

〇本市と地域活性化包括連携協定を締結している株式会社セブン-イレブン・ジャパンとの協働

で、市内セブン-イレブン店舗に「すぐ食べるなら手前どり」の啓発ＰＯＰを設置し、商品棚手前の商

品から購入する行動への働きかけを行います。 

〇本市と包括連携協定を締結している株式会社ロスゼロとの協働で、フードシェアリングサービス

を広報することで、市内の食品関連の事業者における食品ロスを抑制します。 

〇本市とリユース活動の促進に向けた連携と協力に関する協定を締結している株式会社ジモティ

ーとの協働で、地域情報サイト「ジモティー」を広報することで、食品を有効活用し、家庭から発生

する食品ロスを抑制します。 

施策６ 庁内関係部局間での連携した施策の実施 

【庁内連絡会の設置】 

〇食品ロス削減推進庁内連絡会を設置し、食品ロス削減について協議します。 

【本庁舎内での食品ロス削減の啓発】 

〇本庁舎コンビニエンスストアにおいて、すぐに食べる分に関しては、期限の短いものから選択し

てもらえるよう「すぐ食べるなら手前どり」や「すぐたべくん」の啓発ＰＯＰを設置し、 賞味期限や消

費期限について、理解の促進を図ります。 

〇本庁舎１１階食堂や２２階レストランに食べきりステッカーを設置し、利用者へ啓発を行います。 

〇米飯が食品ロスの大半を占めていた本庁舎１１階食堂において、ごはんの量（大・中・小）を選択

できるなどの啓発ＰＯＰを設置し、食べ残しをなくし、食べきりを促進します。 

〇宴会などでの食べ残しを抑制するため、３０・１０運動の普及に取り組みます。 

【公共施設などの食堂における啓発】 

〇市関連施設及び市内大学の食堂運営事業者や食堂利用者へ食品ロス削減の啓発を行います。 

【学校給食における啓発】 

〇学校給食での食べ残しなどについて関係部局と連携し、食品ロス削減の必要性について理解 

を進め、啓発を行います。 



１９ 

基本方針Ⅳ．食品廃棄物の資源循環の推進 

食品ロス削減の対策を実施した上でも生じる食品廃棄物については、適正な再生利用に取り組みま

す。 

施策７ 適正な再生利用の取り組み促進 

【事業系生ごみリサイクルシステムの推進】 

〇「食品リサイクル法」に基づき、魚あらなどの食品廃棄物のリサイクルや飲食店などでの食べ残し

を削減する取り組みの推進や食べ残しのリサイクルを行っている事業者の情報提供を行います。 

＜コラム＞本庁舎１階コンビニエンスストアでの取り組み 

   比較的賞味期限が近づいた一部のお菓子やパンなどが積極的に購入されるよう、職員向けに一部フ

ロアで無人販売を行っています。 

また、１階コンビニエンスストア内に「すぐ食べるなら手前どり」や「すぐたべくん」の啓発 ＰＯＰ を設置

しています。 

職員も一歩外に出れば消費者の一人として、食品ロス削減の意識の 

向上に繋げています。 

＜コラム＞本庁舎１１階食堂での取り組み～啓発ＰＯＰでの明示～ 

本庁舎に勤務する職員を対象に実施した「本庁舎１１階食堂及び外食での食べ残しにおけるアンケー

ト調査」の結果を踏まえて、食堂事業者にご協力いただきながら以下の３つ取り組みを啓発 ＰＯＰ にて

明示したところ、食品ロス削減目標１５％に対し、約４０％食品ロス削減を達成しました。 

１．ごはんの増減 

（例：ごはん小の量を更に減らす） 

２．定食のおかず少なめ 

（例：唐揚げの個数を減らす） 

３．付け合せ野菜なし 

（例：定食に添えられているキャベツなどをなくす） 



２０ 

５．各主体の役割 

図 3-3 食品ロス削減に向けた国民運動の推進           

［出典 食品ロス削減関係資料：消費者庁］

食品ロス削減推進法では、国・地方公共団体・事業者の責務、消費者の役割、関係者相互の連携協力が明記され、国が定

めた「食品ロス削減推進に関する基本方針」には各主体に求められる役割と行動が明記されています。 

①市民の役割  

・食品ロス問題や削減の必要性・重要性についての理解を深めます。 

・今一度、食べ物とその生産や調理などに携わった人達に感謝し、それを廃棄することに対する“もったい

ない”意識を持ちます。 

・家庭、外食時、職場、学校などでの食べきりなど、食品ロス削減のためにできることを考え、実践します。 

・食品ロスの削減に取り組む事業者の取り組みを理解するとともに、それらの商品、店舗の積極的な利用

や過度な鮮度志向の見直しなど消費者としてできることを実践し、事業者が食品ロスを含む食品廃棄物

（以下、「食品ロス等」という。） の削減に取り組みやすい環境づくりにつなげます。 

・食品ロス等の削減に関する取り組みなどについて情報収集し、積極的な参加・実践に努めます。  

②事業者や各種団体の役割 

・食品ロス問題や削減の必要性・重要性についての理解を深め、自らの事業活動から発生する食品ロス

を把握するとともに積極的に食品ロスを削減します。 

・過剰生産の防止や生産・流通・販売過程等での食品ロスの削減を推進します。 

・消費者に対し、自らの取り組みに関する情報提供や啓発を実施します。  

・市民や行政の食品ロス削減の取り組みについて、積極的に協力します。 

・期限の迫った食品の値引きやフードシェアリングの活用などによる売り切りの工夫を行います。 

・フードバンク活動とその役割を理解し、積極的に未利用食品の提供を行います。 

・やむを得ず発生する食品廃棄物については、飼料や肥料への利用など再生利用を推進します。 

・食品ロス問題や削減の必要性・重要性についての理解を深め、従業員などへの啓発を行います。  

・災害時用備蓄食料のフードバンクへの提供などにより食品を有効に活用します。  

 ③行政の役割 

・市内における食品ロスの排出状況を定期的に把握するとともに、求められる役割を実践する市民や事

業者が増えるよう、率先して食品ロス削減に向けた取り組みを実践します。 

・市民、事業者、各種団体の行う取り組みなどについて、積極的に情報収集、情報提供を行います。 

・市民、事業者、各種団体との連携強化を図り、各主体の取り組みを推進します。 



２１ 

Ｐｌａｎ［計画］ Ｄｏ［実行］

Ｃｈｅｃｋ［評価］

Ａｃｔ［見直し］

見える化
（情報の共有）

市民への公表

見える化（情報の共有）

○ 計画の進捗状況
○ 食品ロス削減方法の提供
○ 食品ロス発生量
○ ごみ処理費用 等

○ 食品ロス削減
意識の向上

○ 資源化意識の
向上

○ 食品ロス削
減の実践

○ 資源化の実
践

ＰＤＣＡサイクル

○施策の展開
○市民や事業者等との連携、協働による取り組み

○東大阪市廃棄物減量等推進審議会・東大阪市食品ロ
ス削減推進庁内連絡会※での計画の進捗状況の確認、
施策の評価

市民・市民団体

事業者・事業者団体大学

東大阪市

東大阪市廃棄物減量等推進審議会
東大阪市食品ロス削減推進庁内連絡会※

関係行政機関
連携・協働

○施策・事業の改善、見直し
○新規施策の立案

○事業の内容・目標・予算の
設定

６.計画の進行管理  

本計画を着実に進めていくために、食品ロス等の排出量及び処理状況を把握、見える化するとともに、

施策の取り組み状況を定期的に点検・評価し、ＰＤＣＡサイクルに従った進行管理を行い、必要な改善策

や新たな施策の展開につなげていくこととします。  

図 3-4 計画の進行管理方法 

※
公民連携協働室、資産経営室管理課、商業課、農政課、国際観光室、消費生活センター、法人・高齢施設課、高齢介護課 

施設指導課、保育課、食品衛生課、健康づくり課、循環社会推進課（事務局）、学校教育推進室、学校給食課





２3 

資料編 



資料１ 用語の説明 

あ 行 

■大阪府食品ロス発生動向等解析調査 

「大阪府食品ロス削減推進計画」（令和３年３月策

定）を策定するための基礎資料として、大阪府域

における食品ロスの発生量を事業系、家庭系ごと

に推計するとともに、推計の過程から考えられる

食品ロス削減の特性及び課題について取りまとめ

ることを目的とした調査。 

さ 行 

■３０・１０（さんまる・いちまる）運動 

乾杯からの3０分間とお開き前の１０分間は自分の

席で料理を楽しみ、食べ残しを減らそうと呼び掛

ける食べきりを促す取り組み。 

■持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択さ

れた「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」

において設定された２０３０年までに持続可能でよ

りよい世界を目指す国際目標。１７のゴール（目

標）・１６９のターゲット（達成基準）から構成され、

地球上の「誰一人取り残さない（ｌｅａｖｅ ｎｏ ｏｎｅ 

ｂｅｈｉｎd) ）」ことを誓っているもの。 

■消費期限 

期限を過ぎたら食べない方がよい期限。 

定められた方法により保存した場合、「腐敗、変敗

その他の品質（状態）の劣化に伴い、安全性を欠く

こととなるおそれがない」と認められる期限。概ね

５日以内に品質面で著しい品質低下が認められ

る食品や食材であり、お弁当や総菜などの傷みや

すい食品に表示されている。 

■賞味期限 

おいしく食べることができる期限。 

定められた方法により保存した場合に、期待され

る全ての品質の保持が十分に可能であると認め

られる期限。ただし、当該期限を超えた場合でも、

これらの品質が保持されていることがある。スナッ

ク菓子や缶詰、ペットボトル飲料など比較的傷み

にくい食品に表示されている。 

■食品循環資源の再生利用等の促進に関する基

本方針 

食品の製造、流通、消費、廃棄などの各段階にお

いて、食品ロスの削減を含め食品廃棄物などの発

生の抑制に優先的に取り組んだ上で、食品循環

資源について再生利用、これが困難な場合には熱

回収を行いやむを得ず廃棄処分を行う食品廃棄

物などは減量を推進し、もって環境への負荷の少

ない循環を基調とする循環型社会を構築していく

ことを目的とした基本方針。 

■食品ロス 

本来食べられるのに捨てられてしまう食品のこと。

家庭では、調理時に野菜などの皮をむきすぎる過

剰除去や、食べ残し、食べる前に消費期限などが

切れて廃棄することが原因で発生する。事業所で

は、食品製造業や卸売業、小売店での売れ残り、

飲食店での食べ残しなど、提供期限切れによる廃

棄などが原因で発生する。 

■食品ロスの削減の推進に関する法律 

食品ロスの削減に関し、国、地方公共団体などの

責務等を明らかにするとともに、基本方針の策定

その他食品ロスの削減に関する施策の基本となる

事項を定めることなどにより、食品ロスの削減を

総合的に推進することを目的とした法律。 
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た 行 

■第４次東大阪市食育推進計画 

食育基本法第１８条に基づく市町村食育推進計画

として、本市の食育推進に関する基本的な事項を

定めた計画。計画期間は令和４年度（２０２２年度）

から令和８年度（２０２６年度）の５年間。 

■第四次循環型社会形成推進基本計画 

環境的側面、経済的側面及び社会的側面の統合

的向上を掲げた上で、重要な方向性として、①地

域循環共生圏形成による地域活性化②ライフサイ

クル全体での徹底的な資源循環③適正処理の更

なる推進と環境再生などを掲げ、その実現に向け

て概ね令和７年（２０２５年）までに国が講ずべき施

策を示している計画。 

■脱炭素社会 

地球温暖化の原因となる二酸化炭素などの排出量

が実質ゼロとなる社会。排出量実質ゼロとは二酸

化炭素などの温室効果ガスの人為的な発生源によ

る排出量と、森林などの吸収源による除去量などと

の間の均衡を達成すること。 

■出前講座 

行政、教育機関、ＮＰＯなどが、市民や市民グルー

プなどからの求めに応じて、その内容（あらかじめ

メニューは設定）に合った講師を派遣し、講座を行

うこと。 

は 行 

■東大阪市一般廃棄物処理基本計画 

■東大阪市一般廃棄物処理実施計画 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、

市町村が策定する計画で、一般廃棄物の発生量

及び処理の見込み、一般廃棄物の排出抑制に関

する事項、分別収集する一般廃棄物の種類及び分

別の区分などについて長期的な方針を定める基本

計画と毎年度策定する実施計画がある。計画期間 

は令和３年度（２０２１年度）から令和１２年度

（２０3０年度）の１０年間。 

■東大阪市第３次環境基本計画 

「東大阪市環境基本条例」第８条の規定に基づき、

本市の環境保全及び創造に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために策定する計画で、計

画期間は令和３年度（２０２１年度）から令和１２年度

（２０3０年度）の１０年間。 

■フードシェアリングサービス 

「そのままでは、食品ロスになってしまう食品」と

「食べたいと思う消費者」をウェブサイトやスマート

フォンアプリでマッチングするサービスのこと。例え

ば、食料品店が「まだおいしく食べられるのに売れ

残った商品など」をスマートフォンアプリに登録する

と、その食品を購入したい消費者がアプリ上で通

常の価格よりも安価に購入できる。 

■フードドライブ 

家庭で余っている食品を学校や職場に持ち寄り、

それらをまとめてフードバンク団体や地域の福祉

施設などに寄贈する活動。なお、ドライブは「運動」

という意味。 

■フードバンク 

中身には問題のない包装の破損などにより販売で

きない食品や、入れ替え時期が迫った防災備蓄品

など、安全に食べることができるが捨てられてしま

う食品を企業などから引き取り、必要としている人

や福祉施設などに無償で提供する活動。 
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